
 

真 岡 鐵 道 安 全 報 告 書 

平 成 ２９ 年 度 

（ＳＬ重連運転） 

真 岡 鐵 道 株 式 会 社 

 この安全報告書は、当社における鉄道輸送の安全確保を図る 

取り組みや安全の実態をまとめたものです。 

ご意見・ご感想をお寄せください。 
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《はじめに》 

 安全・安定輸送の確保は、鉄道事業者の最も基本的なサービスであり、大きな責務でもあります。これらが鉄道に対する国民の信頼の根本と成るも

のであります。 

 しかしながら、国内の鉄道事業者をみてみると脱線事故等重大な事故が多発し、これまで積み上げてきた鉄道輸送の安全性に対する社会の信頼を揺

るがすような状態になっている。 

 このことから、国においては、二度と痛ましい事故を起こさないため平成１８年３月に鉄道事業法を改正し、鉄道事業者に対して、安全管理規程の

作成及び届出が義務付けられたほか、輸送の安全にかかわる情報の公表が義務付けられています。 

 真岡鐵道も、鉄道事業法の改正によりまして平成１８年１０月「安全管理規程」を制定し、輸送の安全を確保するための取組を強化し、その内容を

まとめ「報告書」として公表いたします。 

Ⅰ．基本的な方針 

１、経営責任者からのメッセージ 

鉄道事業の使命は、安全が最優先課題であります。安全という問題に「絶対」とか「特効薬」はありません。常に安全に対する一人ひとりのひ

たむきな取り組みと、事故ゼロへ向けて努力していくということが積み重なった結果として、安全は確保できます。この実現のために、今年度も

事故防止指針として「 安全は基本動作のくりかえし」をスローガンに、お客さまや従業員及び協力企業社員の死傷事故をゼロにすることを最重

要課題として取り組んでまいります。 

真岡鐵道株式会社 代表取締役社長 石坂 真一 

２、安全基本方針等 

   社長、役員及び役員の安全に係る行動規範は、次のとおりとする。 

（１）一致協力して安全の確保に努める。 

（２）輸送の安全に関する法令及び関連する規程をよく理解するとともにこれを遵守し、厳正、忠実に職務を遂行する。 

（３）常に輸送の安全に関する状況を理解するよう努める。 

（４）職務の実施に当り、推測に頼らず確認の励行に努め、疑義のあるときは最も安全と思われる取扱いをする。 

（５）事故・災害等が発生したときは、人命救助を最優先に行動し、すみやかに安全適切な処置をとる。 

（６）情報は漏れなく迅速、正確に伝え、透明性を確保する。 

（７）常に問題意識を持ち、必要な変革に果敢に挑戦する。  
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３、安全目標 

  安全・安定輸送の確保は、鉄道事業者の大きな責務であることから、安全管理者を中心となり社員一丸となり「安全管理規程」を厳守し、「真

岡鐵道は、事故は起こさない・起こさせない。」を合言葉に事故の一層に努めてまいります。 

  そのために、つぎの目標を掲げます。 

○ 最重要目標  列車事故(乗客の死傷を伴う事故)は、起こさない。  

○ 社 員 目 標  公務災害事故は、起こさない。 

○ 事故防止指針の点呼での再確認 

 

Ⅱ．再生・整備の目標 

１、経営計画の策定 

 真岡鐡道株式会社は、栃木県、茨城県、沿線自治体等で構成する「真岡鐡道再生支援協議会」を平成１７年に設置し、「真岡鐡道再生計画」 

を作成した。 

 その後「真岡鐡道経営支援協議会」を平成２３年３月に設置し、関係自治体等と協議検討を行い、平成２７年度を目標年度とする「真岡鐡道 

経営計画」を策定し、平成２５年３月には、著しく変化する経営環境に即した実効性のある計画とするため、経営計画を策定し「真岡鐡道経営 

計画改訂版」を作成した。 

真岡鐡道経営計画改訂版は、第二期経営計画が平成３０年度をもって計画期間が終了するので、新たに平成３３年度を目標とする「第三期真岡 

  鉄道経営計画」を策定し、会社の経営方針や地方自治体及び地域関係者の支援を明示し、安全・安定輸送の確立と鉄道利用者の快適性と利便性 

  の向上を図り、地域の重要な公共交通機関として、その持続的発展を期するものである。計画の期間は、平成３１年度から平成３３年度までの３ 

  か年とし、計画の基準年度は、平成２９年度とする。 
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運 転 管 理 者 
（運 転 課 長） 

安全統括管理者の指揮下、運転に関する事項を統括する。 

施 設 管 理 者 
（工 務 課 長） 

安全統括管理者の指揮下、軌道施設に関する事項を統括する。 

車 両 管 理 者 
（運 転 課 長） 

安全統括管理者の指揮下、車両に関する事項を統括する。 

構内業務管理者 
（営 業 課 長） 

安全統括管理者の指揮下、構内及び駅業務等に関する事項を統括する。

乗務員指導管理者 
（運 転 区 長） 

運転管理者の指揮の下、運転士の資質の保持に関する事項を管理する。

財務・人事管理者 
（総 務 部 長） 

輸送の安全の確保に必要な設備に関する事項を投資、人事、財務等を統
括する。 

 

２、安全管理方法 

（１）真岡鐵道社員向上対策委員会 

   専務、部長、課長等によって構成し、社員の一人ひとり日々の行動を通じて安全・安定輸送の確保と、社員の良質なサービスを提供するため、

お客様からの苦情や、事故等の早期な究明及び社員の賞罰に関する事項を調査審議し、事故等の防止対策に反映させています。 

 

（２）異常時における連絡体制 

   鉄道事故や自然災害に備え、異常時における連絡体制を構築し、毎年９月１日を「防災の日」と決め、非常招集訓練を実施しております。 

     

（３）運転業務内部監査 

   事業部長を主任監査委員として、運転業務に関する管理、指導、取扱い等について定期的に監査を行い、輸送の安全と正常運行の確保をはか

り、もって使命の完遂を期することを目的として実施しています。 
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踏切保安装置の保守点検業務委託  

閉そく装置の保守点検業務委託及び修繕費  

合  計 事業費 約４,６００万円  

 

 

３、安全管理訓練・教育等運転関係従業員の適性検査、輸送安全確保運動期間の実施等を行い、「正しい運転作業の実行」の習性化を進めるため

安全管理訓練・教育を下記のとおり行いました。 

（１）教育支援業務、研修及び講習会  

  専門分野の講師等による研修講座及び講習会において、現場指導者の知識力・指導能力・技術力の向上を図りました。 

 

（２）正しい運転業務の取扱い方  

運転取扱いの基本動作の習性化と異常時における即応体制の確立について、次の教育指導訓練を実施いたしました。 

  

ア、非常招集訓練 

       ・期  日  平成 2９年９月 

 

ウ、年末年始の輸送等に関する安全総点検の実施 

       ・期  日  平成 2９年 12 月 10 日～平成３０年１月 10 日 
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Ⅴ．行政指導等に対する措置の状況 

 １、行政からの指導等 

   保安監査の実施（平成２８年４月２５日から４月２８日まで） 

鉄道事業法第５６条（鉄道次行等監査規則第４条）の規定に基づく保安監査が国土交通省関東運輸局により実施されました。 

 監査内容については、運転、検修、工務線路、工務電気の全般についての輸送の安全を確保するための取り組み状況が、適性で 

 あるかどうかの確認をいただきましての指導でした。 

 

 

 

Ⅵ．ご連絡先 

   安全報告書へのご感想、当社の安全への取り組みに対するご意見をお寄せください。 

   担当  事業部長  竹 村   高 

       電  話  ０２８５－８４－２９１１ 

       ファクス  ０２８５－８４－２９１３ 

       メー ル   info@moka-railway.co.Jp 

 

 

 

 

 

 

 


